
２０１８年２月１６日付 エスパンサオ紙 

 

 

【見出し】 

澤田洋典駐アンゴラ日本国大使 

「日本企業はロビト精油所建設に関心があり，既に資金手当の目途がついている。」 

 

【副題】 

 駐アンゴラ日本大使はエスパンサオ紙のインタビューに対し，日本企業はアンゴ

ラの石油部門に関心を持っていると述べた。大使就任後１年が経過し，澤田大使は

ロウレンソ新政権，汚職対策，経済危機について語った。 

 

【本文】 

（質問）：ロウレンソ大統領は大統領就任式において，経済成長並びにアンゴラ国

民の生活の向上のため，日本を戦略的パートナーの一国であると明言した。どのよ

うに日本はこの目的達成のために貢献できるか。 

（澤田大使）：日本のアンゴラとの協力は保健，教育，インフラ建設，地雷除去，

工業，テレコミュニケーション等多岐の分野にわたる。日本は常にアンゴラと良好

な関係を保ってきた。２０１６年１２月にアンゴラ大使として着任し，ドス・サン

トス前大統領に信任状を手交した際，私は，自分（澤田大使）の使命は両国の関係

を深化させることであると述べた。日本はアンゴラとの関係促進に非常に前向きで

ある。 

 

（質問）：３０年来の二国間関係をどのように評価するか。 

（澤田本使）：大使として就任後１年が経過し，２０１７年を振り返った時，同年

は二国間外交において多くの成功と進展があったと評価している。昨年は先ず日本

の議員団の派遣があり，これに続き，９月の新大統領就任式には，総理特使として

佐藤正久外務副大臣が出席し，大統領官邸においてロウレンソ大統領と会談した。 

 

（質問）：どのように日アンゴラ関係を深化させるのか。主に民間レベルでという

ことか。 

（澤田大使）：現在日本は多くのプロジェクト案件形成を進めているが，既に実施

中の計画も存在している。マランジェ州カサンジェ下流域において綿花栽培計画を

進めており，同プロジェクトは２５０万米ドル（原文ママ）と見込まれおり，繊維

産業に原材料を提供することを見据えている。その他，２０１８年３月から第二フ

ェーズが始まるナミベ港の改修計画もある。 

 

 

 



（質問）：これまでに日本はアンゴラにどれだけの融資をしてきているか。 

（澤田大使）：日本の融資には２種類の方法がある。一つ目は国際協力機構（ＪＩ

ＣＡ）を通じた融資である。ＪＩＣＡは技術協力，無償資金協力も行っている。Ｊ

ＩＣＡは２０１６年（原文ママ）にはじめて「電力セクター改革支援プログラム」

に融資を行った。融資額は２５億ドル（原文ママ）であった。二つ目の融資方法と

して，国際協力銀行（ＪＢＩＣ）を通じた融資が挙げられる。ＪＢＩＣはアンゴラ

において活動する日本企業を対象に融資を行う。例を挙げると，丸紅はルアンダ，

ベンゲラ，ドンドの繊維プラントの改修を行った。ＪＢＩＣはこの改修計画に１４

億米ドル（原文ママ）の融資を行った。 

 

（質問）：アンゴラ政府は，支援額は１２億米ドルであったと言うが，１４億米ド

ル（原文ママ）というのは融資額に利子率を加えたものか。 

（澤田大使）：融資額のみである。 

 

（質問）：締結された契約において，ＪＢＩＣの融資を返済する責任元はどこか。 

（澤田大使）：この融資契約の署名者はアンゴラ財務省である。日本が融資を行う

際，署名するのは常に財務省である。ＪＢＩＣが行った他の融資例を挙げると，日

本企業のＮＥＣが参画するアンゴラ・ケーブルズによるサンガノ（ルアンダ）とフ

ォルタレーザ（ブラジル）とを結ぶ海底ケーブルプロジェクトがある。本案件にお

いて，ＪＢＩＣはＮＥＣに１億９００万米ドルの融資を行った。 

 

（質問）：アンゴラはこれまでこれらの融資に係る返済をしっかりと行ってきてい

るか。 

（澤田大使）：全く問題ない。今まで融資に係る返済の支払いについて問題が生じ

たことはない。 

 

（質問）：繊維プラントに関し，アンゴラの抱える借金返済の内，何％が支払われ

ているか 

（澤田大使）：詳細は承知していないが，支払いが滞っている等の情報は入ってき

ていない。 

 

（質問）：当地で活動する日本企業の抱える主要な問題は何か。 

（澤田大使）：複数存在する。第一にアンゴラが経済危機を迎えていることが挙げ

られる。その他，外貨の取得制限は日本企業が当国で得た利益を本国に送金する際

の障害となっている。例えばトヨタは，新しいモデルの車種を販売することが出来

ない。新政権の新しい取組により，経済状況が明るくなり，より多くの日本企業を

呼び込むことができるようになると期待している。 

 

 



（質問）：もし新しく日本企業がアンゴラに投資するのであれば，どのような分野

に参入することを助言するか。 

（澤田大使）：様々な分野において投資を検討している日本企業から照会を受けて

いる。 

 

（質問）：具体的にはどのような分野か。 

（澤田大使）：日本企業は石油産業に興味を抱いているが，石油の探査・採掘分野

に参入するのはハードルが高いとの印象を持っている。ソナンゴルが発表したロビ

ト精油所の入札に対し，日本は関心を持っている。６０億ドル超の大プロジェクト

である。 

 

（質問）：同計画に関心を示している日本企業はいるか。 

（澤田大使）：日本企業一社が同入札に参加し，もし落札すれば同社は日本の銀行

の融資を取り付けることになる。 

 

（質問）：同入札を日本企業が勝ち取るという兆しはみえているか。 

（澤田大使）：日本企業が落札することを願う。同企業は精油所建設において経験

を有しており，今次入札の話は日本がアンゴラとの関係を深めたいと考えている時

に舞い込んできた。ソナンゴルはロビト精油所の建設をロウレンソ新政権の任期中

に終えたいと考えており，この工期について同日本企業に確認したところ，非常に

タイトな工期であるが，希望を叶える努力はしたいと話していた。 

 

（質問）：２０１８年，アンゴラ政府と共に日本はどのような計画を実施するつも

りか。 

（澤田大使）：今年は，人道分野において多くの活動を行う。２００３年以降（原

文ママ），日本はアンゴラで地雷分野において協力を行っている。今年はモシコ州

及びウイジェ州の２つの地域において地雷除去活動への支援を行う予定であり，そ

れぞれ約６５万ドル，２０万ドルの金額を拠出する。 

 

（質問）：地雷分野においてこれまで日本は総額いくらアンゴラに供与してきたか。

また，日本はこれらの資金の使途について透明性を感じているか。 

（澤田大使）：アンゴラにおいてマイニングフリーを実現するために日本はこれま

でに１２００万ドルを地雷分野に拠出してきている。地雷除去作業は遅れている。

オタワ条約によれば大体今頃までにはアンゴラは全ての国土を地雷の脅威から解

放するはずであったが，２０２５年に期限を延長せざるを得なかった。新しい期限

を守ることが出来るようしっかりと協力したい。 

 

 

 



（質問）：多岐にわたる人道的プロジェクトと言われていたが，具体的にどのよう

なものがあるか。 

（澤田大使）：ルンダ・ノルテ州に滞在している避難民を対象に２５万ドルの援助

を行う。またベンゲラ州，ボコイオ・ベンゲラ市，カロソンガ村の小学校建設（原

文ママ）に９万ドル，アンゴラ空手連盟の器機の購入に３万ドルの援助を行う。 

 

（質問）：人道支援及びスポーツ分野への援助の他，対アンゴラ日本外交の見地か

ら予定されている活動はあるか。 

（澤田大使）：２０１９年，横浜にて第７回ＴＩＣＡＤの開催が予定されている。

同会議は３年毎に開催され，前回の２０１６年にはケニアのナイロビで開かれた。

来年の会合には，是非ともロウレンソ大統領に参加していただきたい。この会合は

アフリカの全ての国家元首を招待して行われる。 

 

（質問）：透明性の欠如，煩雑な官僚制度がアンゴラで事業展開を行う外国企業へ

の障害となっているが，日本企業にとってもこれは例外ではないか。 

（澤田大使）：日本企業は時折，決定に要する時間が長いと嘆いている。投資に関

する意思決定に割く時間があまりにも長いようである。同様に，入国のための査証

発給に関しても時間がかかり過ぎると言っている。 

 

（質問）：経済発展において日本は最先端に位置する国であるが，新政権がこれま

でにとってきた政策について，アンゴラが成長するために必要なものであると考え

るか。 

（澤田大使）：新政権はビジネス環境を改善し，汚職をなくすために努力している。

就任式の際に，ロウレンソ大統領は，アンゴラ政策の中で日本は戦略的パートナー

であると述べた。我々はこの選択を誇りに思い，二国関係を強化し，アンゴラが現

在直面している経済危機を乗り越えるために貢献する用意がある。 

 

（質問）：ロウレンソ大統領は免責と汚職との戦いに打ち勝つことが出来ると考え

るか。 

（澤田大使）：新大統領が真剣に本件に取り組んでいるという兆候が見られるのは

非常にポジティブであると思っている。すぐに改善されることはなく，時間を要す

ることになるとは思うが，今日に至るまで取られてきた決定には非常に満足してい

る。この満足感は日本のみならず，国際コミュニティーが共有しているであろう。 

 

（質問）：アンゴラの経済危機を受け，多くの外国人エキスパートが当国を去るこ

ととなった。現状何人の日本人が滞在しているか。 

（澤田大使）：過去にはもっといたが，現在は３３人の日本人が当国に滞在してい

る。昨年は４２人が滞在していたが，昨今の経済情勢の悪化によりアンゴラを離れ

ることになった。現在滞在している日本人の半数近くが日本大使館員である。しか



しながら，ビジネスの機会が増えれば，アンゴラの日本人コミュニティーも拡大す

るであろう。 

 

（質問）：何社の日本企業がアンゴラで活動し，それぞれどのような経済活動を行

っているか。 

（澤田大使）：少数である。現在７社が活動しており，多くが小さな事務所を構え

ている。アンゴラにおける日本企業のプレゼンスを代表するのはトヨタである。ま

た丸紅も様々な分野で活動を行っており，コマツもインフラ建設用重機の分野で活

躍している。 

 

（質問）：トヨタのような企業は，自動車の安価な流通を可能とするため，アンゴ

ラで車両組立工場を開くことは可能であると考えるか。 

（澤田大使）：トヨタが車両組立工場を建設するに資する程，アンゴラ市場が成熟

しているかについては疑問である。しかし，アンゴラは新政権をもとに，新しい時

代を迎えていることは明らかであり，状況が変化すれば具現化する可能性はあろう。 

 

（質問）：車両組立工場の建設について関心を示している日本企業はあるか。 

（澤田大使）：今のところない。アンゴラに着任以来，日本企業に対してアンゴラ

は今転換期にあり，企業にとってはチャンスであると助言してきている。強調した

いのは，企業は今あるチャンスを逃してはいけないということ。ロウレンソ政権も

同じことを考えている。何故ならば５年の任期が終わった際，政府もまた結果を示

す必要があるからである。 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


